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1. 概要 

  本資料は，Ⅴ-3-別添 1-1「竜巻への配慮が必要な施設の強度計算の方針」に示すとおり，波及

的影響を及ぼす可能性がある施設である 6号機及び 7号機主排気筒（以下「主排気筒」という。）

が，設計竜巻による風圧力による荷重及び設計飛来物による衝撃荷重に対し，竜巻時及び竜巻通

過後においても，竜巻より防護すべき施設の安全機能を損なわないよう，竜巻より防護すべき施

設を内包する原子炉建屋及びコントロール建屋に対して，機械的な波及的影響を及ぼさないこと

を確認するものである。 

 

2. 基本方針 

  Ⅴ-3-別添 1-1「竜巻への配慮が必要な施設の強度計算の方針」を踏まえ，「2.1 位置」，「2.2 

構造概要」，「2.3 評価方針」及び「2.4 適用規格」を示す。 

 

 2.1 位置 

   主排気筒は，Ⅴ-3-別添 1-1「竜巻への配慮が必要な施設の強度計算の方針」の「3.2 機能

維持の方針」に示すとおり，6号機及び 7号機原子炉建屋屋上面に設置されている施設である。

主排気筒の設置位置を図 2－1に示す。 
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図 2－1 主排気筒の設置位置 

 

 2.2 構造概要 

 主排気筒は，原子炉建屋 R1～R2，RC～RD 間の屋上（T.M.S.L.38.2m）に位置し，内径 2.4m ま 

たは 2.8m の鋼板製筒身（換気空調系用排気筒）を鋼管四角形鉄塔（制震装置付）で支えた鉄 

塔支持形排気筒である。 

 また，筒身内部には，非常用ガス処理系用排気筒が筒身に支持されている。 

 主排気筒の配置図を図 2－2，図 2－3に，主排気筒の概要図を図 2－4，図 2－5に示す。 

 

構造概要 

構造形状 四角鉄塔支持形鋼管構造（制震装置付） 

主排気筒の高さ 46.8m（T.M.S.L.85.0m） 

鉄塔高さ 41.8m（T.M.S.L.80.0m） 

鉄塔幅 頂部  5.0m 

 根開き NS 方向 7.1m，EW 方向 8.0m 

筒身支持点位置 T.M.S.L.48.0m，76.25m 

基礎 T.M.S.L.38.2m 以高の鉄骨鉄筋コンクリート造＊立上り部を基礎と 

          する。 

 

 注記＊：基礎は鉄筋コンクリート造として評価する。 

  

6 号機主排気筒 7 号機主排気筒 
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図 2－2 6 号機主排気筒配置図（単位：m） 
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図 2－3 7 号機主排気筒配置図（単位：m） 
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図 2－4 6 号機主排気筒概要図  

注記＊： [ ] 内は従来標記を示す。 
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図 2－5 7 号機主排気筒概要図 

  

注記＊： [ ] 内は従来標記を示す。 



 

7 

K
7
 
①
 Ｖ

-
3-
別
添

1
-9
-
2
 R
0
 

また，主排気筒の基礎の概要図を図 2－6に示す。主排気筒の基礎は，原子炉建屋と一体と

なった鉄骨鉄筋コンクリート造の立上り部である。鉄塔部基礎の詳細図を図 2－7に示す。 

 

 

 

図 2－6 主排気筒の基礎の概要図（単位：m） 
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図 2－7 鉄塔部基礎の詳細図（単位：mm） 
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2.3 評価方針 

   主排気筒の強度評価は，Ⅴ-3-別添 1-1「竜巻への配慮が必要な施設の強度計算の方針」の「4. 

荷重及び荷重の組合せ並びに許容限界」にて設定している，荷重及び荷重の組合せ並びに許容

限界を踏まえ，竜巻より防護すべき施設に波及的影響を及ぼさないことを「3. 強度評価方法」

に示す方法により，「4. 評価条件」に示す評価条件を用いて計算し，「5. 強度評価結果」に

て確認する。 

   主排気筒の強度評価においては，その構造を踏まえ，設計竜巻による荷重とこれに組み合わ

せる荷重（以下「設計荷重」という。）の作用方向及び伝達過程を考慮し，評価対象部位を選定

する。 

   具体的には，主排気筒が，竜巻より防護すべき施設を内包する原子炉建屋及びコントロール

建屋に，倒壊による影響を及ぼさないことを確認する「構造強度評価」を行う。 

   主排気筒の構造強度評価については，主排気筒の構造を踏まえ，設計荷重が主排気筒に作用

した場合に，主排気筒の各評価対象部位に作用する応力度が，「3.3 使用材料及び材料の許容

応力度」に示す許容応力度を下回ことを確認する。ここで，設計竜巻による設計飛来物の衝突

は，主排気筒の主要な支持機能を有する鉄塔部材を損傷させるものとして考慮し，強度評価に

おいては，設計飛来物の衝突による衝撃荷重は考慮しないこととする。また，主排気筒は筒身

に作用する荷重を鉄塔が支持する構造であることから，主排気筒の倒壊による波及的影響の評

価においては鉄塔部（主柱材，斜材，水平材）及び基礎（鉄塔部基礎ボルト，基礎立上り部）

を評価対象とし，筒身は評価対象外とする。筒身への設計飛来物の衝突による筒身の損傷につ

いても，鉄塔部材の損傷想定に包含される。 

   なお，上記のような損傷を想定しても，主排気筒の有する安全機能を発揮すべき事象（運転

時の異常な過渡変化または設計基準事故に伴う放射性物質の放出）が竜巻に起因して発生する

ことはなく，また筒身に損傷が生じた場合は安全上支障のない期間に補修する方針としている

ことから，主排気筒の安全機能に対する影響はない。 

   主排気筒の強度評価フローを図 2－8に示す。 
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図 2－8 主排気筒の強度評価フロー 

  

評価開始 

荷重及び荷重の組合せの設定 

各荷重時の静的応力評価 

断面力の組合せ 

解析モデルの設定 

（Ⅴ-2-7-2-1「主排気筒の耐震性について

の計算書」の地震応答解析モデルを準用） 

各部材設計用応力 

評価終了 

断面の評価 
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 2.4 適用規格 

   適用する規格，基準等を以下に示す。 

   ・建築基準法及び同施行令 

・U.S. NUCLEAR REGULATORY COMMISSION: REGULATORY GUIDE 1.76, DESIGN-BASIS TORNADO 

AND TORNADO MISSILES FOR NUCLEAR POWER PLANTS, Revision1, March 2007 

・「鋼構造設計規準－許容応力度設計法－」（日本建築学会，2005 改定） 

・「各種合成構造設計指針・同解説」（日本建築学会，2010 改定） 

・「鉄筋コンクリート構造計算規準･同解説」（日本建築学会，2010 改定） 

・日本工業規格（ＪＩＳ） 

 

 

3. 強度評価方法 

 3.1 評価対象部位 

   主排気筒の評価対象部位は，Ⅴ-3-別添 1-1「竜巻への配慮が必要な施設の強度計算の方針」

の「4.2 許容限界」に示す評価基準を踏まえ鉄塔部（主柱材，斜材，水平材）及び基礎（鉄塔

部基礎ボルト，基礎立上り部）とする。なお，強度評価は「2.3 評価方針」に示す評価フロー

に基づき，設計荷重に対して，3次元 FEM を用いた応力解析を行う。 
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 3.2 荷重及び荷重の組合せ 

   強度評価に用いる荷重及び荷重の組合せは，Ⅴ-3-別添 1-1「竜巻への配慮が必要な施設の強

度計算の方針」の「4.1 荷重及び荷重の組合せ」に示す荷重及び荷重の組合せを用いる。 

   (1) 荷重の設定 

構造強度評価に用いる荷重を以下に示す。 

    a. 固定荷重(Ｆｄ) 

       固定荷重として，持続的に生じる荷重である筒身及び鉄塔部の自重の他に，オイル 

      ダンパー等の付属設備の重量を考慮する。 

 

    b. 風圧力による荷重(ＷＷ) 

       風圧力による荷重ＷＷはⅤ-3-別添 1－1「竜巻への配慮が必要な施設の強度計算の方

針」の「4.1(3)c.(a) 風圧力による荷重」に示す式に従い，算出する。 

       ＷＷ＝ｑ・Ｇ・Ｃ・Ａ  

ここで，ｑ＝
1

2
・ρ・Ｖ

Ｄ

2
とし 

         ＷＷ：風圧力による荷重 (kN) 

         ｑ ：設計用速度圧 (kN/m2) 

         Ｇ ：ガスト影響係数 

         Ｃ ：風力係数 

         Ａ ：鉄塔及び筒身の見付面積 (m2) 

         ρ ：空気密度 (kg/m3) 

         ＶＤ：最大風速(m/s) 

 

       なお，風圧力による荷重ＷＷが作用する方向は，45°方向及び 90°方向とする。鉄 

      塔部材への荷重は，各レベルの水平力を，各部材の支配幅あたりに分配して設定する。 

       風圧力による荷重ＷＷの入力方法を図 3－1 に示す。 

 

      荷重方向： 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3－1 風圧力による荷重ＷＷの入力方法 
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45°方向 

(1) (2) (3)

0.1以下 0.1を超え0.6未満 0.6

45°方向 1.7ｋｚ 1.3ｋｚ

90°方向 2.2ｋｚ 1.5ｋｚ

φ

(1)と(3)に揚げる数値を
直線的に補間した数値

風圧力による
荷重の作用方向

90°方向 

       ここで，風力係数Ｃは「平 12 建告第 1454 号」に基づき，鉄塔はラチス構造物とし 

      て設定し，筒身は煙突その他の円筒形の構造物としてＣ＝0.9ｋｚ（ｋｚ＝1.0）とす 

      る。 

       鉄塔の風力係数の算出に必要なラチス構造物の風力係数の考え方を表 3－1 に，ラ 

      チス構造物の断面を図 3－2 に示す。 

 

表 3－1 ラチス構造物の風力係数の考え方 

 

 

 

 

 

         注：φ（充足率）は風を受ける部分の最外縁に囲まれる面積に対する 

           見付面積の割合とし，ｋｚは 1.0 とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

       注：風圧力による荷重が作用する面積は，  の方向から見た 

         ラチス構面の見付面積とする。 

 

図 3－2 ラチス構造物の断面 
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   (2) 荷重の組合せ 

     強度評価に用いる荷重の組合せを下記に示す。 

     ＷＷ＋Ｆｄ 

     ここで，ＷＷ：風圧力による荷重（kN） 

         Ｆｄ：固定荷重（kN） 

     主排気筒は大気中に開かれており，主排気筒内外に気圧差が生じ難い構造であるため，

気圧差による荷重は考慮しない（ＷＰ＝0）。また，「2.3 評価方針」に示したとおり，設計

飛来物による衝撃荷重ＷＭは，設計飛来物が鉄塔部材を損傷させるものとして考慮してい

ることから考慮しない（ＷＭ＝0）。損傷を想定する部材は，健全時に風圧力による荷重を受

ける際に最も厳しい評価結果となる鉄塔脚部の主柱材とする。図 3－3 に主排気筒の評価

用モデル及び損傷を想定する箇所を示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3－3 主排気筒の評価用モデル及び設計飛来物による損傷想定箇所 

  

損傷を想定する部材 

損傷を想定する部材 

45°方向 90°方向 

：風圧力による荷重の作用方向 
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 3.3 使用材料及び材料の許容応力度 

 鋼材はＪＩＳ Ｇ ３１０１で規定される一般構造用圧延鋼材 SS400[SS41]＊，ＪＩＳ Ｇ ３ 

４４４で規定される一般構造用炭素鋼管 STK400[STK41]，STK490[STK50]を使用する。 

 なお，基礎に使用するコンクリートは普通コンクリートとし，設計基準強度Ｆｃは 32.3 N/mm2， 

鉄筋は SD345[SD35]とする。各使用材料の許容応力度を表 3－2～表 3－5に示す。 

 

 注記＊： [ ] 内は従来標記を示す。 

 

表 3－2 鋼材の許容応力度 

板厚 材料 
基準強度 

Ｆ（N/mm2） 
許容応力度 

ｔ≦40 mm 

STK490[STK50] 325 「鋼構造設計規準」に

従って左記Ｆの値によ

り求める。 STK400[STK41] 235 

 

表 3－3 鉄塔部基礎ボルトの許容応力度 

部位 材料 
基準強度 

Ｆ（N/mm2） 
許容応力度 

鉄塔部基礎ボルト 
（M80） 

SS400[SS41] 215 

「鋼構造設計規準」に

従って左記Ｆの値によ

り求める。 
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表 3－4 コンクリートの許容応力度 

 長 期 短 期 

圧 縮 引張 せん断 圧 縮 引張 せん断 

Ｆｃ＝32.3 10.7 ― 0.81 21.5 ― 1.21 

 

 

表 3－5 鉄筋の許容応力度 

 長 期 短 期 

SD345 

[SD35]＊ 

鉄筋径 
引張 

及び圧縮 

せん断 

補強 

引張 

及び圧縮 

せん断 

補強 

D25 以下 215 
195 345 345 

D29 以上 195 

注記＊： [ ] 内は従来標記を示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

（単位：N/mm2） 

（単位：N/mm2） 
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 3.4 評価方法 

   (1) 応力評価方法 

     主排気筒について，3 次元 FEM を用いた応力解析を実施する。評価用モデルは図 3－2に 

    示すとおり。 

 

   (2) 断面算定方法 

     主排気筒の断面の評価に用いる応力は，3 次元 FEM モデルを用いた応力解析により得ら 

    れた設計荷重による断面力（軸力，曲げモーメント，せん断力）（以下「評価用応力」とい 

    う。）を組み合わせることにより算定する。解析には，解析コード「ｆａｐｐａｓｅ」，「Ｄ 

    ＹＮＡ２Ｅ」を用いる。また，解析コードの検証及び妥当性確認等の概要については，別 

    紙「計算機プログラム（解析コード）の概要」に示す。 

    a.  主柱材，斜材，水平材 

       断面算定は「建築基準法施行令第 90条，第 96 条」及び「平 13 国交告第 1024 号」に 

      準拠して行うものとし，主柱材，斜材，水平材に生じる軸力及び曲げモーメントに対し 

      て，下式を用いて行う。 

 
σｃ

ｆ
ｃ

＋
σｂ

ｆ
ｂ

≦1 

       ここで， 

        σｃ：鋼材の平均圧縮応力度（σｃ＝Ｎ・103／Ａ） （N/mm2） 

        σｂ：鋼材の曲げ応力度（σｂ＝Ｍ・106／Ｚ） （N/mm2） 

        ｆｃ：鋼材の圧縮材料強度（N/mm2） 

        ｆｂ：鋼材の曲げ材料強度（N/mm2） 

        Ｎ ：評価用応力（軸力）（kN） 

        Ａ ：断面積（mm2） 

        Ｍ ：評価用応力（曲げモーメント）（kN･m） 

        Ｚｐ：塑性断面係数（mm3） 
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    b.  鉄塔部基礎ボルト 

       断面算定は基礎ボルトに生じる軸力と曲げモーメント及びせん断力に対して，下式 

      を用いて行う。なお，せん断力は各基礎ボルトに均等に作用するものとする。鉄塔部基 

      礎ボルトの諸元を表 3－6 に，鉄塔の断面性能を表 3－7 に示す。 

 

表 3－6 鉄塔部基礎ボルトの諸元 

材料 
本数 
ｎ 

ねじ部 
公称径 
ｄ０(mm) 

ねじ部 
有効断面積 
Ａ０(×102 mm2) 

ボルト 

（SS400[SS41]） 
12 80 43.40＊ 

注記＊：細目ねじとする。（M80×6） 

 

表 3－7 鉄塔の断面性能 （主柱材：φ711.2×19） 

断面積 

Ａ（×102 mm2） 

断面係数 

Ｚｐ（×103 mm3） 

413.2 9100 

  

     (a) 引張 

         

 

 

         

         

 

 

 

         ここで， 

          σｔｌ：鉄塔の引張応力度（N/mm2） 

          Ｔａ ：鉄塔部基礎ボルト1本当たりの引張力（kN） 

          σｔ ：ボルト 1本当たりの引張応力度（N/mm2） 

          ｆｔｓ：鋼材の引張材料強度（N/mm2） 

          ｎ  ：鉄塔部基礎ボルトの本数（本） 

          Ａ0  ：鉄塔部基礎ボルトのねじ部有効断面積（mm2） 

           Ｎ ：評価用応力（軸力）（kN） 

           Ａ ：主柱材の断面積（mm2） 

           Ｍ ：評価用応力（曲げモーメント）（kN･m） 

           Ｚｐ：主柱材の塑性断面係数（mm3）  

σｔｌ＝
Ｍ

Ｚｐ

－
Ｎ

Ａ
 

 
Ｔ

ａ
＝

σｔｌ・Ａ

ｎ
 

 
σ

ｔ
＝

Ｔａ

Ａ0
 

 σｔ

ｆｔｓ

≦ 
 

1.0 
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     (b) せん断 

         

 

         

 

 

 

         ここで， 

          Ｑａ：鉄塔部基礎ボルト 1本当たりのせん断力（kN） 

          τ ：鉄塔部基礎ボルト 1本当たりのせん断応力度（N/mm2） 

          ｆｓ：鋼材のせん断材料強度（N/mm2） 

          Ｑ ：評価用応力（せん断力）（kN） 

          ｎ ：鉄塔部基礎ボルトの本数（本） 

          Ａ0  ：鉄塔部基礎ボルトのねじ部有効断面積（mm2） 

 

 

  

Ｑ
ａ
＝

Ｑ

ｎ
 

 
τ＝

Ｑａ

Ａ0
 

 τ

ｆｓ

≦ 
 

1.0 
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    c. 基礎立上り部 

基礎立上り部は引張側より応力が支配的な圧縮側にて検討する。断面算定は，曲げモ

ーメント及びせん断力については鉄筋コンクリート部が負担し，軸力については鉄骨柱

が負担するものと考え下式を用いて行う。 

鉄骨柱の諸元を表 3－8に，基礎立上り部の断面性能を表 3－9 に示す。基礎寸法は 2

種類（1.6m×1.6m 及び 1.6m×1.7m）あるが，ここでは断面性能の低い基礎（1.6m×

1.6m）について評価を実施する。 

 

表 3－8 鉄骨柱の諸元（φ711.2×22） 

断面積 

sＡ（×102 mm2） 

断面係数 

sＺ（×103 mm3） 

476.3 7960 

 

表 3－9 基礎立上り部の断面性能 

断面積 

Ａ（×102 mm2） 

断面係数 

Ｚ（×103 mm3） 

20860 10234.3 

             注：基礎寸法 1.6m×1.6m 

     (a) 曲げ 

        

 

 

 

         ここで， 

          σｔ ：基礎立上り部主筋の引張応力度（N/mm2） 

          ｆｔｓ：主筋の引張材料強度（N/mm2） 

           Ｍ ：評価用応力（曲げモーメント）（kN･m） 

           Ｚ ：基礎立上り部の断面係数（mm3） 

 

 

 

  

σｔ＝
Ｍ

Ｚ
 

 σｔ

ｆｔｓ

≦ 
 

1.0 
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     (b) せん断 

         

 

 

 

         ここで， 

          Ｑ ：評価用応力（せん断力）（kN） 

          Ａ ：基礎立上り部の断面積（mm2） 

          τ ：基礎立上り部コンクリートのせん断応力度（N/mm2） 

          ｆｓ：鋼材のせん断材料強度（N/mm2） 

 

 

     (c) 圧縮 

        

 

 

 

         ここで， 

          σｃ ：鉄骨柱の圧縮応力度（N/mm2） 

          ｆｃｓ：鉄骨柱の圧縮材料強度（N/mm2） 

           Ｎ ：評価用応力（軸力）（kN） 

          ｓＡ ：鉄骨柱の断面積（mm2） 

 

 

    d. 材料強度 

       「平 12建告第 2464 号」に準拠し，基準強度 F値を 1.1 倍した材料強度を用いて算出 

      した許容応力度に対して，部材に発生する応力が当該許容応力度を超えないことを確 

      認する。 

  

  

τ＝
Ｑ

Ａ
 

 τ

ｆｓ

≦ 
 

1.0 

σｃ＝
Ｎ

ｓＡ
 

 σｃ

ｆｃｓ

≦ 
 

1.0 
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4. 評価条件 

  「3. 強度評価方法」に用いる評価条件として，評価対象部位の材料諸元を表 4－1に，主排 

 気筒鉄塔部の部材諸元を表 4－2に，風圧力による荷重ＷＷの算出に必要な条件を表 4－3に，算 

 定した風圧力による荷重ＷＷを表 4－4，表 4－5に示す。 

  

表 4－1 評価対象部位の材料諸元 

部位 材料 
ヤング係数 

Ｅ(N/mm2) 

ポアソン比 

ν 

減衰定数 

ｈ(%) 

鉄塔部 鋼材 2.05×105 0.3 2 

基礎 

コンクリート＊1： 

σＣ＝43.1(N/mm2) 

鉄筋：SD345[SD35] ＊2 

2.88×104 0.2 5 

注記＊1：実強度に基づくコンクリート強度 

＊2： [ ] 内は従来標記を示す。 
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断面二次 有効せん断

モーメント 断面積

(mm) (×10
2
mm

2
) (×10

4
mm

4
) (×10

2
mm

2
)

Ｂ－Ｃ φ318.5× 6 58.91  7190  29.46  

Ｃ－Ｄ φ406.4× 6.4 80.42  16100  40.21  

Ｄ－Ｅ φ508.0× 7.9 124.1   38800  62.05  

Ｅ－Ｆ φ609.6×16 298.4   132000  149.2   

Ｆ－Ｇ φ711.2×19 413.2   248000  206.6   

Ｂ－Ｃ φ216.3× 4.5 29.94  1680  14.97  

Ｃ－Ｄ φ267.4× 6 49.27  4210  24.64  

Ｄ－Ｅ φ355.6× 7.9 86.29  13000  43.15  

Ｅ－Ｆ φ406.4×12.7 157.1   30500  78.55  

Ｆ－Ｇ φ558.8×16 272.8   101000  136.4   

Ｂ φ216.3× 4.5 29.94  1680  14.97  

Ｃ φ216.3× 4.5 29.94  1680  14.97  

Ｄ φ318.5× 6 58.91  7190  29.46  

Ｅ φ318.5× 6 58.91  7190  29.46  

Ｆ φ406.4× 6.4 80.42  16100  40.21  

水平材

評価対象部位 部材間
寸法 断面積

主柱材

斜材

 

表 4－2 主排気筒鉄塔部の部材諸元 
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表 4－3 風圧力による荷重ＷＷの算出に必要な条件 

 

 

 

 

 

       注記＊：鉄塔部の高さを示す。 

 

表 4－4 風圧力による荷重ＷＷ（鉄塔部） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 注：鉄塔に生じる風圧力による荷重ＷＷは，6号機と 7号機で同一となる。 

 

表 4－5 風圧力による荷重ＷＷ（筒身） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

最大風速

ＶＤ

(m/s)

空気密度
ρ

(kg/m3)

ガスト影響係数
Ｇ

(―)

建築物の高さ＊

Ｈ
(m)

設計用速度圧
ｑ

（kN/m2）

92 1.226 1.0 68 5.19

風力係数
Ｃ

見付面積
Ａ

（m2）

風圧力による荷重

ＷＷ

（kN）

風力係数
Ｃ

見付面積
Ａ

（m2）

風圧力による荷重

ＷＷ

（kN）

80.00 1.92  3.4  34 1.50  5.4  43

76.25 1.85  7.6  73 1.46 11.9  91

72.50 1.92  9.6  96 1.50 15.5 121

65.00 1.85 16.8 162 1.46 27.1 206

56.50 1.85 21.0 202 1.42 34.1 252

48.00 1.78 24.3 225 1.38 39.7 285

40.20 1.85 11.0 106 1.42 18.5 137

T.M.S.L.
（m）

90°方向風荷重 45°方向風荷重

風力係数
Ｃ

見付面積
Ａ

（m2）

風圧力による荷重

ＷＷ

（kN）

風力係数
Ｃ

見付面積
Ａ

（m2）

風圧力による荷重

ＷＷ

（kN）

85.00 0.90  6.8  32 0.90  6.0  29

80.00 0.90 12.3  58 0.90 10.6  50

76.25 0.90 10.6  50 0.90  9.0  43

72.50 0.90 15.8  74 0.90 13.6  64

65.00 0.90 22.5 106 0.90 19.3  91

56.50 0.90 24.0 113 0.90 20.5  96

48.00 0.90 24.7 116 0.90 21.2 100

39.00 0.90 12.7  60 0.90 10.9  51

T.M.S.L.
（m）

6号機 7号機
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5. 強度評価結果 

  「3.4(2) 断面算定方法」に基づいた主柱材，斜材，水平材，鉄塔部基礎ボルト，基礎立上り

部の評価結果を表 5－1～表 5－20 に示す。いずれの評価対象部位においても検定比が 1.0 を超

えず，主排気筒が原子炉建屋及びコントロール建屋に対して，機械的な波及的影響を及ぼさな

いことを確認した。 
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Ａ
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表5－5　45°方向　基礎立上り部の評価結果（6号機主排気筒）

単位 値

Ｍ kN・m 2954   

Ｑ kN 1478   

Ｎ kN 2484   

引張応力度 σｔ N/mm2 289  

許容限界 ｆｔｓ N/mm2 379  

検定比 σｔ／ｆｔｓ －    0.77

せん断応力度 τ N/mm2    0.71

許容限界 ｆｓ N/mm2    1.21

検定比 τ／ｆｓ －    0.59

圧縮応力度 σｃ N/mm2  52.2

許容限界 ｆｃｓ N/mm2 357  

検定比 σｃ／ｆｃｓ －    0.15

　注：許容応力度は材料強度評価に基づく

評価項目

評価用応力
（軸力は圧縮を正とする）

曲げ

せん断

圧縮

表5－4　45°方向　鉄塔部基礎ボルトの評価結果（6号機主排気筒）

単位 値

Ｍ kN・m 175  

Ｑ kN 1478   

Ｎ kN -3286    

鉄塔の引張応力度 σｔｌ N/mm2  98.7

基礎ボルト1本当たりの引張力 Ｔａ kN/本 340  

引張応力度 σｔ N/mm2  78.4

許容限界 ｆｔｓ N/mm2 236  

検定比 σｔ／ｆｔｓ －    0.34

基礎ボルト1本当たりのせん断力 Ｑａ kN 123  

せん断応力度 τ N/mm2  28.4

許容限界 ｆｓ N/mm2 136  

検定比 τ／ｆｓ －   0.21

　注：許容応力度は材料強度評価に基づく

せん断

評価項目

評価用応力
（軸力は圧縮を正とする）
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表5－10　45°方向　基礎立上り部の評価結果（7号機主排気筒）

単位 値

Ｍ kN・m 2840   

Ｑ kN 1420   

Ｎ kN 2490   

引張応力度 σｔ N/mm2 278  

許容限界 ｆｔｓ N/mm2 379  

検定比 σｔ／ｆｔｓ －    0.74

せん断応力度 τ N/mm2    0.69

許容限界 ｆｓ N/mm2    1.21

検定比 τ／ｆｓ －    0.57

圧縮応力度 σｃ N/mm2  53.0

許容限界 ｆｃｓ N/mm2 357  

検定比 σｃ／ｆｃｓ －    0.15

　注：許容応力度は材料強度評価に基づく

圧縮

せん断

評価項目

評価用応力
（軸力は圧縮を正とする）

曲げ

表5－9　45°方向　鉄塔部基礎ボルトの評価結果（7号機主排気筒）

単位 値

Ｍ kN・m 155  

Ｑ kN 1420   

Ｎ kN -3150    

鉄塔の引張応力度 σｔｌ N/mm
2  93.3

基礎ボルト1本当たりの引張力 Ｔａ kN/本 322  

引張応力度 σｔ N/mm
2  74.1

許容限界 ｆｔｓ N/mm2 236  

検定比 σｔ／ｆｔｓ －    0.32

基礎ボルト1本当たりのせん断力 Ｑａ kN 119

せん断応力度 τ N/mm2  27.3

許容限界 ｆｓ N/mm2 136  

検定比 τ／ｆｓ －    0.21

　注：許容応力度は材料強度評価に基づく

せん断

評価項目

評価用応力
（軸力は圧縮を正とする）
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表5－15　90°方向　基礎立上り部の評価結果（6号機主排気筒）

単位 値

Ｍ kN・m 1755   

Ｑ kN 865  

Ｎ kN 2245   

引張応力度 σｔ N/mm2 172  

許容限界 ｆｔｓ N/mm2 379  

検定比 σｔ／ｆｔｓ －    0.46

せん断応力度 τ N/mm2    0.42

許容限界 ｆｓ N/mm2    1.21

検定比 τ／ｆｓ －    0.35

圧縮応力度 σｃ N/mm2  47.2

許容限界 ｆｃｓ N/mm2 357  

検定比 σｃ／ｆｃｓ －    0.14

　注：許容応力度は材料強度評価に基づく

評価項目

評価用応力
（軸力は圧縮を正とする）

曲げ

せん断

圧縮

表5－14　90°方向　鉄塔部基礎ボルトの評価結果（6号機主排気筒）

単位 値

Ｍ kN・m  56.5

Ｑ kN 865  

Ｎ kN -1510    

鉄塔の引張応力度 σｔｌ N/mm2  42.8

基礎ボルト1本当たりの引張力 Ｔａ kN/本 147  

引張応力度 σｔ N/mm2  34.0

許容限界 ｆｔｓ N/mm2 236  

検定比 σｔ／ｆｔｓ －    0.15

基礎ボルト1本当たりのせん断力 Ｑａ kN  72.1

せん断応力度 τ N/mm2  16.7

許容限界 ｆｓ N/mm2 136  

検定比 τ／ｆｓ －    0.13

　注：許容応力度は材料強度評価に基づく

せん断

評価項目

評価用応力
（軸力は圧縮を正とする）
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Ｚ
ｐ
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塑
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断
面

係
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σ
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圧
縮

応
力
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Ｎ
/
Ａ

，
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正
と

す
る

）
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Ａ
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注

：
許

容
応

力
度

は
材

料
強

度
評

価
に

基
づ

く

　
　

記
号

の
説

明

λ
ｆ

ｃ

（
N
/
m
m
2
）

σ
ｃ

（
N
/
m
m
2
）

　
　

ｉ
：

断
面

二
次

半
径

　
　

　
　

σ
ｃ
：

圧
縮

応
力

度
（

Ｎ
/
Ａ

，
圧

縮
を

正
と

す
る

）

　
　

Ａ
：

断
面

積
　

　
　

　
　

　
　

ｆ
ｃ
：

圧
縮

応
力

度
に

対
す

る
許

容
値

（
建

築
基

準
法

に
基

づ
く

鋼
材

の
材

料
強

度
（

F
値

の
1
.
1
倍

）
に

よ
る

）

表
5
－

1
7
　

9
0
°

方
向

　
斜

材
の

評
価

結
果

（
7
号

機
主

排
気

筒
）

　
　

ℓ
ｋ
：

座
屈

長
さ

標
高

T
.
M
.
S
.
L
.

（
m
）

部 材 間

使
用

部
材

ℓ
ｋ

（
m
m
）

　
　

Ｎ
：

軸
力

　
　

　
　

　
　

　
　

λ
：

細
長

比
（

ℓ ｋ
 
/
ｉ

）

σ
ｃ

ｆ
ｃ

8
0.
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7
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5

6
5.
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5

4
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0
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ｆ
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（
N
/
m
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σ
ｃ
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N
/
m
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：

軸
力

　
　

　
　

　
　

　
　

λ
：

細
長

比
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ℓ
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/
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）

　
　

Ａ
：

断
面
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ｆ
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縮

応
力

度
に
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す

る
許
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建

築
基
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法
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面
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圧
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/
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，
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.
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用

部
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ℓ
ｋ

（
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表
5
－

1
8
　

9
0
°

方
向

　
水

平
材

の
評

価
結

果
（

7
号

機
主

排
気

筒
）
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ｃ

ｆ
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表5－20　90°方向　基礎立上り部の評価結果（7号機主排気筒）

単位 値

Ｍ kN・m 1610   

Ｑ kN 804  

Ｎ kN 2330   

引張応力度 σｔ N/mm2 158  

許容限界 ｆｔｓ N/mm2 379  

検定比 σｔ／ｆｔｓ －    0.42

せん断応力度 τ N/mm2    0.39

許容限界 ｆｓ N/mm2    1.21

検定比 τ／ｆｓ －    0.32

圧縮応力度 σｃ N/mm2  49.0

許容限界 ｆｃｓ N/mm2 357  

検定比 σｃ／ｆｃｓ －    0.14

　注：許容応力度は材料強度評価に基づく

圧縮

せん断

評価項目

評価用応力
（軸力は圧縮を正とする）

曲げ

表5－19　90°方向　鉄塔部基礎ボルトの評価結果（7号機主排気筒）

単位 値

Ｍ kN・m 110  

Ｑ kN 804  

Ｎ kN -1590    

鉄塔の引張応力度 σｔｌ N/mm2  50.6

基礎ボルト1本当たりの引張力 Ｔａ kN/本 175  

引張応力度 σｔ N/mm2  40.2

許容限界 ｆｔｓ N/mm2 236  

検定比 σｔ／ｆｔｓ －    0.18

基礎ボルト1本当たりのせん断力 Ｑａ kN  67.0

せん断応力度 τ N/mm2  15.5

許容限界 ｆｓ N/mm2 136  

検定比 τ／ｆｓ －    0.12

　注：許容応力度は材料強度評価に基づく

せん断

評価項目

評価用応力
（軸力は圧縮を正とする）

引張
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